公共図書館班活動概要

1　2003年度の活動概要

1.1　2004年調査の方針決定

　2003年度は，2004年度に実施予定の調査に向けて，基本方針を検討し確認した。図書館情報学教育の改善には，資格制度，教育課程，教育内容，教育方法，教員資質など，多岐にわたる課題（問題点）が関連している。公共班では，こうした様々な側面の中から焦点を合わせるべき面を検討し，結論として，教育課程及び教育方法に主眼を置きながら，併せて，他の側面に視野を広げていくことにした。

　また，先行調査のレビューを行うとともに，現在進められている公共図書館職員を対象にした諸調査の概要に関する情報を関係者を通して入手し，検討の対象とした。特に，1989年から1991年にかけて行われた科学研究費による調査プロジェクト（代表・長澤雅男・東京大学教授・当時）が，趣旨の点で共通していることから，この調査との連関を保ち，調査手法や調査項目の調整を行うことにした１）。また，この調査プロジェクトの公共図書館職員を対象にした調査結果が未発表であることから，その調査結果の一部を公表し，比較対照が可能にすることを，基本方針の一つとした。

　さらに，2004年度実施予定の調査においては，質問紙調査を行うことを目指し，必要に応じて，他の調査方法を組み込むことにした。

1.2　予備調査の実施

　公共班では，上記の2004年調査を実施することを前提として，調査対象の範囲を確定するとともに，調査項目，設問と選択肢の妥当性を確認することを主たる目的として，2003年度に予備調査を実施した。この予備調査では，公共図書館職員の図書館情報学教育に対する意識や意見，イメージや感想などを，出来る限り幅広く拾い出すことも，目的とすることとした。こうした目的に沿って，予備調査は，質問紙調査だけではなく，聴き取り調査（訪問調査）を併用することにした。また，調査対象となる職員が多様となるよう，以下の点を考慮した。

　　・地域：全国各地にわたっていること。

・館種：職員が勤務している図書館が，都道府県，政令指定都市，一般市，町村と様々になること。

・資格：司書の有資格者だけではなく，無資格者をも対象に含めること。

・職位：対象となる職員が，館長，役職者，一般職員など，多岐にわたること。

・経験：図書館への勤務経験年数の長短が様々になること。 

　その結果，11の図書館の職員が対象となり，各館で1時間半から2時間程度の時間をかけて，聴き取り調査を実施した。

(1) 調査対象

　最終的に予備調査の対象とし,かつ，依頼の結果，調査の実施に至った図書館ならびに図書館職員は，以下の通りである。なお，聴き取り調査においては，それぞれの勤務実態や職位との関係で，公表を慎重にしなければならない内容もあると判断されることから，実名の公開は，差し控えることとする。

　　①都道府県：　館長ほか　関西地区　　　②都道府県：役職者　　九州地区

　　③政令指定市：館長　　　中国地区　　　④一般市：　館長　　　関東地区

　　⑤一般市：　　館長　　　九州地区　　　⑥一般市：　役職者　　関東地区

　　⑦一般市：　　一般職員　関東地区　　　⑧一般市：　一般職員　九州地区

　　⑨町村：　　　館長　　　関西地区　　　⑩町村：　　館長　　　九州地区

⑪町村：　　　館長　　　九州地区

(2) 調査項目

予備調査では，下記の内容に関しての意見を聴取した。その際，「図書館職員に求められる技能・知識（分野）」と「司書講習科目の概要（単位数，時間数，ねらいなど）」を一覧表に整理し，それらに基づく見解を求めた。

　・図書館職員に求められる知識・技術に関する意見

　・公共図書館（実践）において，職員に必要な知識・技術，また，重要な知識・技術

　・一覧表に挙がっていないもので，必要な知識・技術

　・すべての職員に，また，一部の職員にのみ必要な知識・技術

　・現在の職員には不足している知識・技術

　・養成課程で習得すべき，また，実務で習得すべき知識・技術

　・現在の図書館情報学教育に関する意見

　・司書資格（養成）制度

　・司書講習の科目構成・時間数・内容

　・図書館情報学教育（司書養成を含む）の今後の望ましい在り方

　・回答者について

　・現在の職位や業務内容

　・これまでの職歴

　・これまでの教育歴：学歴，専門分野

　・資格とその取得方法

(3) 調査結果

全体的には，多様な意見が存在し，時には相反する見解も出されている。また，知識・技術に対する尺度（必要性や重要性）の明確化が必要であることが確認できた。2004年度の調査では，予備調査の結果を踏まえて，質問紙の設計をすることになった。

2　2004年度の活動概要
2.1　2004年調査の実施

　2003年度に決定した方針に基づき，図書館情報学教育のあり方の検討に向けて，「公共図書館の職員は，図書館職員に必要な知識・技術をどのようにとらえているか」という意識を把握することを目指し，質問紙調査を実施した。調査概要は，次のとおりである。

　・調査時期：2004年9月3日～10月20日

　・調査方法：質問紙法（郵送）・標本調査

・調査対象：『日本の図書館 2003』（日本図書館協会，2004）掲載の公立図書館から掲載順（主に人口規模順）に10館ごとに系統抽出した175自治体に勤務する「常勤」または「常勤相当（週40時間勤務）の非常勤」の職員

　調査票は，以下の要素からなる。

　　①フェイスシート

　　②公共図書館職員に必要と思われる知識・技術（領域）の重要性

　　③②において重要と回答した知識・技術（領域）を学ぶ機会

　　④自由記述

この調査票は，2003年度に実施した予備調査の結果に基づいて設計した。

調査票は175自治体に発送し，120自治体から回答を得た。有効回答者数は1,266であった。集計・分析結果については，いくつかの観点及び局面に分けて，「2005年度日本図書館情報学会春季研究集会」2)と「日本図書館情報学会，三田図書館・情報学会合同研究大会2005」3)で学会発表を行なった。

2.2　調査結果に対する有識者聴き取り調査の実施

(1) 趣旨

　2004年調査（質問紙調査）の結果に対する意見ならびに有効性を確認するために，過去10年間に図書館情報学教育に対する発言もしくは研究を行なっている教員，あるいは，図書館情報学教育に精通している教員を選び，聴き取り調査を実施した。聴き取りにあたっては，所属大学における教育実践に基づく見解ではなく，広く日本の図書館情報学教育に対する個人としての認識を述べてもらうよう依頼した。

(2) 聴き取り調査の実施状況

　聴き取り調査は，下記の対象者に実施した。

　　・柴田正美氏（帝塚山大学）　　2004年12月3日（金）

　　・佐藤允昭氏（別府大学）　　　2004年12月20日（月）

　　・福永義臣氏（九州国際大学）　2004年12月21日（火）

　　・高山正也氏（慶應義塾大学）　2004年12月25日（土）

　　・北　克一氏（大阪市立大学）　2005年1月17日（月）

　　・山本　進氏（愛知淑徳大学）　2005年1月18日（火）

　　・植松貞夫氏（筑波大学）　　　2005年2月7日（月）

　　・石井啓豊氏（筑波大学）　　　2005年2月7日（月）

　　・斎藤文男氏（富士大学）　　　2005年2月16日（水）

聴き取り調査の結果に対する分析については，「平成17年度西日本図書館学会春季研究発表会」4)で学会発表を行なった。

3　2005年度の活動概要

3.1　2004年調査のまとめと学会発表

　2005年度は，2004年調査の集計・分析結果をまとめ，日本図書館情報学会や西日本図書館学会で学会発表を行なった。これらの分析結果は，本報告の後半に転載している。

さらに，1989年～1991年にかけて行われた科学研究費による調査プロジェクト（代表・長澤雅男・東京大学教授・当時）の公共図書館職員を対象にした調査結果（以下，1989年調査と略す）が未発表であることから，その調査結果の一部を再集計し，公表できるようにした。1989年調査の概要は，次のとおりである。

・調査時期：1989年10月

・調査方法：質問紙法（郵送）・悉皆調査

・調査対象：『図書館年鑑 1989』（日本図書館協会，1989）掲載データに基づく公立図書館の司書有資格館長

　調査票は，以下の要素からなる。

　　①フェイスシート

　　②公共図書館職員が持つべき知識・技術（領域）の重要性

　　③②の各項目が図書館学教育において実施されている程度

　　④自由記述

　調査対象者は447人，有効回答者は335人（調査対象者の79.4％）であった。調査票そのものや集計の結果・分析については，『日本図書館情報学会誌』に投稿した5)。

さらに，2004年調査と1989年調査の比較については，「平成17年度西日本図書館学会秋季国際交流研究発表会」6)で学会発表を行なった。
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